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令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 公益財団法人 日本消防協会

担当者名 業務部 副主幹 新井聡宏

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

ラジオ放送による

広報

ニッポン放送をキー局とした全国30ネットで、芸能界、スポー

ツ界等の著名な方々による「消防応援団」のメンバーの方にゲス

トとして御出演いただいているラジオ番組『おはよう！ニッポン

全国消防団』のCMにおいて住宅防火対策について広報を実施し

た。

（毎週土曜日又は日曜日放送）令和７年度中は計52回放送

消防団研修及び 

各種イベントの開催 

 消防団員指導員研修等において、住宅用火災警報器の設置及び

維持管理の住民に対する指導要領等を消防団員に指導した。 

冊子及びホームペー

ジでの広報 

 消防団の活動事例等を掲載した冊子『地域防災力の充実強化と

消防団～新たな災害環境に対応する消防団運営～』において、地

域住民への住宅防火対策（住宅用火災警報器の設置及び維持管理

等）の取組みを紹介し、併せて、当協会ホームページにも掲出し

た。 

冊子については、全国の消防団に配布した。 

消防団防災学習・災

害活動車両交付事業 

消防団防災学習・災害活動車両交付事業は、地域の総合的な防

災力の充実強化を図ることを目的に実施した。 

防災訓練等への取組みを支援するため、平時は地域住民、子供

たち、事業所等の防災学習や防災指導用として活用し、災害時は

緊急車両として消火・救助資機材の搬送や現場活動に活用できる

もので、平成26年度から全国の消防団に交付している。 

この車両を活用して、自主防災組織、女性防火クラブ及び少年

消防クラブ等に煙体験ハウスや訓練用水消火器を使用した防災訓

練及びプロジェクターやスクリーンを使用したDVDによる防災教育

等を実施し、防火・防災の普及啓発を行った。 

少年消防クラブ交流

会全国大会の開催 

広島県広島市で開催した大会参加者に対し、防災VR、合同訓練

を通じて防火・防災の普及啓発を行った。 

（令和７年９月13日、14日 50チーム参加） 





令和７年度住宅防火対策推進事業実施結果 

団体名 一般財団法人 日本防火・防災協会 

担当者名     振興部長 浦船利幸 

事  業  項  目 事  業  の  概  要 

住宅防火推進事業 

① 火災予防活動の推進

・ 住宅用火災警報器の設置促進活動及び維持管理方法等の普及啓発

として、住宅防火啓発用冊子「火災から命を守る 住宅防火読本

(改訂版)」３０万部を作成。全国の消防本部に配布し、その普及啓

発を図った。

・ 女性防火クラブにより、住宅用消火器等の設置促進、地域住民参

加の消火・通報訓練を実施した。

② 市町村女性防火クラブ幹部地域研修会の開催

・全国６ブロックにおいて女性防火クラブ研修会を開催し、住宅防火

対策の推進を図った。このうち３ブロックで日本火災報知機工業

会、２ブロックでガス警報器工業会の協力を得て、住宅用火災警報

器、ガス・CO警報器の普及啓発を図った。

③ 女性防火クラブ等防火防災対策行事への助成

・ 今年度は、３４地区で地区大会・地区研修会を開催し助成金を交

付した。



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団 体 名 一般財団法人日本消防設備安全センター

担当者名 業務部業務課 主任 田口 龍太郎 

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

住宅防火パンフレッ

トの作成・頒布事業

前年度に引き続き、住宅火災から命を守るための習慣や必要な

対策をとりまとめたパンフレット(いのちを守る10のポイント)

を、全国の消防設備協会を通じて、地域における防火防災訓練や

防火防災関連イベント等において地域住民に広く配布し、住宅火

災による死者の低減に向けた啓発活動を実施。 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名 一般財団法人 消防試験研究センター

御担当者名 総務課主査 見留 直樹

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

展示会の出店に係る事業 
「第５２回国際福祉機器展Ｈ．Ｃ．Ｒ．２０２５」へブースを出展し、危

険物取扱者及び消防設備士試験の普及促進に係る広報活動を実施した。 



 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名 一般財団法人 消防防災科学センター

御担当者名 胡 哲新

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

消防本部における住

宅防火対策に係る取

り組みの実態調査等 

当センターでは、定期的に消防本部からの受託業務を行ってお

り、その際、消防本部における住宅防火対策に係る取り組みの実態

等の聞き取りに努めている。 

令和７年度の業務の中で、次のような情報提供があった。 

○ 新築住宅に対する住警器の設置義務化がスタートした平成18

年以降、国全体の住宅火災件数及び住宅火災による死者数がお

おむね減少傾向にあり、住警器の普及促進による効果が表れて

いると考えられる。

○ 人口10万人未満の山あい地域などにおいても住警器を設置し

ている家庭は年々増えている一方、田畑の野焼きや庭先のたき

火など屋外から住宅に延焼する事例があり、注意喚起にとどま

らない対策が必要と考えている。



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 一般財団法人日本ガス機器検査協会

担当者名 岸野 寛 

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

・特定ガス消費機器の

設置工事の監督に関す

る法律に基づく資格付

与・講習事業

・ガス関連業界制度に

基づく設備等の施工に

関する資格付与・講習

事業

【事業概要】 

ガス機器の設置に際しては、火災予防上の配慮や給排気設備の適切

な取り付け等が必要不可欠で、これを怠った場合は火災等の事故が発

生する恐れがあります。「ガス機器の設置基準及び実務指針（通称：

黒本）」は、ガス機器の安全な設置に関する基準・指針で、消防法や

建築基準法をはじめとする関係法令を網羅しています。黒本は、学識

経験者、通商産業省、建設省、自治省消防庁、ガス業界、ガス機器業

界及びその他の関係諸団体の参画を得て、1983年3月に初版が発刊さ

れました。以降、関係法令の改正、建築様式の変化、ガス機器の技術

進歩及び新たな施工方法の開発等に対応した改定を重ね、40年余りに

わたり各方面で御活用いただいており、2022年12月には最新の家庭用

黒本第9版が発刊されました。また、実務者向けにガス機器の設置に

関する基準・指針を現場ですぐにご確認いただけるよう、持ち運びに

便利なコンパクトサイズにまとめた『実務者必携 ガス機器設置工事

者のためのポケットブック』を2010年に刊行しております。ポケット

ブックは黒本には無い施工上の留意点等も掲載されており、家庭用黒

本第9版に準拠した最新版は、2025年2月から販売を開始しています。 

ガス機器の設置基準 

及び実務指針（家庭用） 

第９版 

家庭用ポケットブック 

(ガス機器の設置基準及び 

実務指針（第９版）準拠版) 

サイズ：

タテ180mm×ヨコ90mm

サイズ：

タテ297mm×ヨコ210mm



安全啓発活動 

大田区から協力要請をいただき、令和７年度大田区総合防災訓練

（糀谷地区）に一般社団法人日本石油機器工業会（JGKA）と共同で参

加いたしました。【訓練参加者数：約1,400名】 

活動内容として、災害発生時にライフラインが絶たれたとき、カセ

ットボンベを使用した製品が有用であることから、カセットこんろや

カセットストーブなどを安全に使用していただくための安全啓発を実

施しました。

検査認証事業 

 ガストーチの事故増加に伴う法令規制に関し、2026年2月5日で1年

間の経過措置期間が終了いたしました。これにより、現在はPSLPGマ

ークの表示がない製品の販売が禁止されるなど、本格的な運用フェー

ズに入っています。弊会は第三者機関（適合性検査の登録検査機関）

として適合性検査を実施し、ガストーチ大手5社（合計国内シェア約9

割）の合計31型式について認証（令和7年12月11日 現在）を行い、経

済産業省主催の製品安全小委員会にて以下のとおり報告されました。 

※ 第19回 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 製品安全

小委員会（2026年1月22日開催）の「資料3-1」より引用

また、業務用水素ガス厨房機器の検査認証を通じ、2025年は「業務

用こんろ」と「業務用焼き物器」を各1型式認証しました。2024年の



開始以来、累計認証数は3型式に達しています。 

引き続き、ガス機器を主体とした検査認証事業を通じて製品事故の

防止に貢献していきます。 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

一財日本石油燃焼機器保守協会

湯浅 達也

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

石油機器技術管理講

習・試験 

会場での２日間の講習又はＤＶＤによる講習で、講習２日目の

最後又は再講習終了後に資格認定試験を実施している。令和７年

度は、２月末までに全国１９か所で一般講習を実施して受講者は

４８０人、ＤＶＤでの講習受講者は１２０人となっており、認定

試験合格者は合わせて５９４人であった。 

石油機器技術管理再

講習 

 資格を取得後５年ごとに１日の再講習を実施している。令和７

年度は２月末までに全国５８か所で実施し、受講者は３１８２人

であった。また、ＤＶＤでの再講習受講者は４４１人で再講習修

了者は合計３６２３人となっている。 

情報誌「テクノメン

テ」の発行

火災予防思想の普及と石油燃焼機器のメンテナンスのための情

報誌「テクノメンテ」を年２回制作し発行している。令和７年度

は４月と１０月に維持会員６法人、点検整備会員約１２００人、

消防本部等７３０機関へ配布した。 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名  一般財団法人 日本燃焼機器検査協会

担当者名  検査部 宍倉謙秀

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

ホームページによる

石油ストーブ等の使

用に係る注意喚起 

当協会のホームページに石油ストーブ等の誤使用に係る事故例

を掲載し、火災事故等を起こさないための対策及びＦＦ式石油ス

トーブの長期間の使用に係る注意事項を紹介した。



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

住宅防火対策推進協議会 

担当者(一財)日本防火・危機管理促進協会 

参与兼事務局長 梅原  直 

事   業   項   目 事     業     の     概     要 

住宅防火防災推進  

シンポジウムに係

る事業

（資料１）

令和７年度住宅防火推進シンポジウム～地域ぐるみで考えよう！住宅

防火と防災対策～を東京都港区、岡山県岡山市の２箇所で開催した。 

１ 開催日時等 

（１） 東京都港区 令和７年１１月２５日（火） 

（２） 岡山県岡山市   令和８年 ２月２１日（土） 

２ 開催場所 

（１）東京会場 日本消防会館・ニッショーホール 

（２）岡山会場 おかやま未来ホール 

３ 開催内容 

  第１部 ダニエル・カールの防災がんばっぺ 

  第２部 基調講演 重川氏（東京会場）、関澤氏（岡山会場） 

  第３部 住宅用防災機器等の動画を交えての紹介（岡山会場のみ） 

  第４部 「住宅防火に関するパネルディスカッション」 

  重川氏（東京会場）、関澤氏（岡山会場）総務省消防庁

予防課、ダニエル・カール氏、開催本部の関係者 

  その他 住宅用防災機器の紹介（各会場エントランスホールにて） 

総務省消防庁予防課、（一社）日本火災報知機工業会、  

（一社）日本消火器工業会、（一社）日本消火装置工業会、

（公財）日本防炎協会、ガス警報器工業会 

ＣＡＴＶ等による

住宅防火広報事業  

（資料２） 

消防本部で実施されるイベントの機会に住宅防火広報を行うとともに

ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）等向けの番組を作成し、放送する事業を全

国３ヵ所で実施した。 

１ 山形県東根市消防本部 

  令和７年９月２８日（日） 

  「た～んとほおバルフェスタ及び住宅用防災機器等の紹介」 

  放送日：１１月１０日（月）テレビユー山形 

２ 千葉県我孫子市消防本部 

  令和７年９月２８日（日） 

  「我孫子市消防フェア及び住宅用防災機器等の紹介」 

  放送日：１２月２０日（土）、２１日（日）Ｊ：ＣＯＭ東葛他 

３ 愛知県新城市消防本部 

  令和８年１月１８日（日） 

  「新城消防祭及び住宅用防災機器等の紹介」 

  放送日：２月２８日（土）ティーズチャンネル豊橋ケーブルネット

ワーク

住宅用火災警報器をはじめ各種住宅用防災機器等を会場来場者及び 

テレビ放送の中で紹介し、普及啓発に努めた。



住宅防火広報資料

等の作成事業 

児童や園児が楽しみながら火の怖さを知り、防火意識を高めるアニメ

による住宅防火クイズの動画を作成し、学校・幼稚園・保育園などで活

用していただけるよう指導用解説書を付けて消防本部に配付した。  

また、協議会ホームページにも動画を掲載した。 

住宅用防災機器等

の展示会への出展

に係る事業 

第５２回国際福祉機器展Ｈ.Ｃ.Ｒ.２０２５」への出展 

１ 開催日 

  令和７年１０月８日（水）～１０日（金） 

２ 場 所 

  東京国際展示場（東京ビックサイト・西・南展示ホール） 

（一社）日本火災報知機工業会、（一社）日本消火器工業会、（一

社）日本消火装置工業会、（公財）日本防炎協会、ガス警報器工

業会及び（一財）消防試験研究センターと協力して、住宅用火災

警報器の設置促進、住宅用防災機器等の普及等と住宅防火意識の

高揚を図るための広報を実施した。 

※入場者数：         １２１，１３７人 

当協議会アンケート回答者    ２，７６１人 

住宅防火情報の提

供に係る事業 

協議会ホームページにケーブルテレビ事業などの新着情報を掲載し、

住宅防火の普及啓発に努めた。 

（日本消防検定協会委託事業） 

住宅防火啓発冊子の

作成事業 

（資料４） 

 高齢者の住宅火災による死者数の低減を図るため、住宅火災の発 

生・拡大の各段階において必要とされる対策について、出火防止対 

策、早期発見対策、初期消火対策、延焼拡大防止対策といった観点 

で取りまとめたテキストを、日本消防検定協会からの委託により作 

成し、全国の消防本部に配付した。  

作成部数 ２０万部



令和７年度 住宅防火防災推進シンポジウム
～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■名 称： 令和７年度住宅防火防災推進シンポジウム

～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■開催日 令和７年１１月２５日（火）

■開催時間： １３：００～１５：００

■会場： 日本消防会館・ニッショーホール

東京都港区虎ノ門２丁目９番１６号

■主 催： 住宅防火対策推進協議会   

■協 力： 東京消防庁

■後 援： 総務省消防庁、日本消防検定協会、 （一財）日本防火・防災協会

（一社）日本火災報知機工業会、 （一社）日本消火器工業会

 （一社）日本消火装置工業会、 （公財）日本防炎協会、

ガス警報器工業会、 （一財）日本防火・危機管理促進協会

資料１



記録写真 住宅用防災機器等の展示ブースの様子



主催者代表挨拶 東京消防庁代表挨拶

重川希志依常葉大学名誉教授による「基調講演」



ダニエル・カールさんとのトークショーの様子

パネルディスカッションの様子

パネルディスカッションの様子 会場全員で「防火・防災がんばっぺ！」コール



令和７年度 住宅防火防災推進シンポジウム
～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■名 称： 令和７年度住宅防火防災推進シンポジウム

～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■開催日 令和８年２月２１日（土）

■開催時間： １３：００～１６：００

■会場： おかやま未来ホール

岡山県岡山市北区下石井１－２－１（イオンモール５階）

■主 催： 住宅防火対策推進協議会   

■協 力： 岡山市消防局

■後 援： 総務省消防庁、日本消防検定協会、 （一財）日本防火・防災協会

（一社）日本火災報知機工業会、 （一社）日本消火器工業会

 （一社）日本消火装置工業会、 （公財）日本防炎協会、

ガス警報器工業会、 （一財）日本防火・危機管理促進協会

イオンモール岡山（おかやま未来ホール）



記録写真 住宅用防災機器等の展示ブースの様子



主催者代表挨拶 岡山市消防局消防長挨拶

ＮＰＯ法人日本防火技術者協会理事長 関澤氏による「基調講演」



ダニエル・カールさんとのトークショーの様子

パネルディスカッションの様子

パネルディスカッションの様子 会場全員で「防火・防災がんばっぺ！」コール



ＣＡＴＶ等による住宅防火広報事業
（協力：東根市消防本部）

■事業名：ＣＡＴＶ等事業

「た～んとほおバルフェスタinひがしね２０２５及び住宅用防災機器の紹介」

～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■開催日時：令和７年９月２８日（日） １０：００～１６：００

■会 場：東根市民体育館第１駐車場他

山形県東根市大字東根乙１１１９－１

■イベント実施主体：た～んとほおバルフェスタ実行委員会事務局

（東根市観光観光物産協会内）

■広報事業実施内容

(1)た～んとほおバルフェスタinひがしね２０２５

（２）ダニエル・カールの防火・防災がんばっぺ！トークショー

(３)住宅用防災機器の広報

応援参加：山形弁研究家 ダニエル・カール

◆住宅用防災機器展示団体：（一社）日本火災報知機工業会、（一社）日本消火器工業会

（一社）日本消火装置工業会、（公財）日本防炎協会

ガス警報器工業会

■ケーブルＴＶによる放映:テレビユー山形 11月10日（月）10時25分～10時55分

消防本部作成広報用チラシ開催広報用チラシ

果樹王国ひがしね
イメージキャラクター

タントくん

全国小棒イメージキャラクター
消 太

資料２



会場の様子

好天に恵まれ大勢の来場者で賑わう会場 オープニングの撮影の様子

はしご車の紹介を消太くんと一緒に

消防団の活動紹介の様子

エンディング撮影の様子

防火・防災がんばっぺ！トークショーの様子



住宅用防災機器展示ブースでの撮影の様子

（公財）日本防炎協会

（一社）日本消火器工業会 （一社）日本消火装置工業会

（一社）日本火災報知器工業会

ガス警報器工業会

住宅用防災機器展示ブース



ＣＡＴＶ等による住宅防火広報事業
（協力：我孫子市消防本部）

■事業名：ＣＡＴＶ等事業

「我孫子市消防フェア及び住宅用防災機器の紹介」

～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■開催日時：令和７年１１月９日（日） １０：００～１５：００

■会 場：アビイクオーレエントランスホール（イトーヨーカドー我孫子南口店）

千葉県我孫子市本町３丁目２番１号

■イベント実施主体：我孫子市防災協会

■広報事業実施内容

(1)我孫子市消防フェア

（２）ダニエル・カールの防火・防災がんばっぺ！トークショー

(３)住宅用防災機器の広報

応援参加：山形弁研究家 ダニエル・カール

◆住宅用防災機器展示団体：（一社）日本火災報知機工業会、（一社）日本消火器工業会

（一社）日本消火装置工業会、（公財）日本防炎協会

ガス警報器工業会

■ケーブルＴＶによる放映 12月20日（土）9：00～、21日（日）20：30～（東葛）
12月20日（土）9：00～、21日（日）20：30～（東関東）

消防本部作成広報用チラシ



会場の様子

開場を待つメインステージ
イベントを盛上げた「たすけ」「消太」「すくう」

雨にも負けず…はしご車の紹介

防火ポスター表彰式の様子

我孫子吹奏楽団の軽やかな演奏♪

防火・防災がんばっぺ！トークショーの様子



住宅用防災機器展示ブースでの撮影の様子

（公財）日本防炎協会

（一社）日本消火器工業会 （一社）日本消火装置工業会

（一社）日本火災報知器工業会

ガス警報器工業会

住宅用防災機器展示ブースの準備の様子



ＣＡＴＶ等による住宅防火広報事業
（協力：新城市消防本部）

■事業名：ＣＡＴＶ等事業

「新城消防祭及び住宅用防災機器の紹介」

～地域ぐるみで考えよう！住宅防火と防災対策～

■開催日時：令和８年１月１８日（日） １０：００～１４：００

■会 場：桜淵公園いこいの広場グランド及び中央公園

愛知県新城市庭野八名井田

■イベント実施主体：新城市、新城市消防本部

■広報事業実施内容

(1)新城消防祭

（２）住宅用防災機器の広報

応援参加：山形弁研究家 ダニエル・カール

◆住宅用防災機器展示団体：（一社）日本火災報知機工業会、（一社）日本消火器工業会

（一社）日本消火装置工業会、（公財）日本防炎協会

ガス警報器工業会

■ケーブルＴＶによる放映：ティーズチャンネル豊橋ケーブルネットワーク

消防本部作成広報用チラシ

新城消防祭 会場MAP



会場の様子

イベントを盛上げた
新城市消防団公認マスコット「まもりん」

まもりんに負けないぞ！
全国消防イメージキャラクターの「消太」

救急車に収容された様子を見守るダニエルさん

交通事故対応訓練の様子

国旗掲揚「国旗に注目…(｀･ω･´)ゞ」

煙の怖さを体験！



住宅用防災機器展示ブースの様子

（公財）日本防炎協会

（一社）日本消火器工業会 （一社）日本消火装置工業会

（一社）日本火災報知器工業会

ガス警報器工業会

住宅用防災機器展示ブースの撮影準備の様子



■開催日 令和７年１０月８日（水）１０時００分～１７時００分

９日（木）１０時００分～１７時００分

１０日（金）１０時００分～１６時００分

■会 場 東京ビッグサイト 西展示ホール

■主 催 全国社会福祉協議会／保健福祉広報協会

■目 的 住宅火災の死者は、ここ数年１，０００人程度で、その約７割以上がが65歳

以上の高齢者であることから、住宅火災から命を守るための様々な住宅用防災

機器等を展示し、来場者に各種機器の有効性を実感していただき、住宅用防災

機器等の普及促進を図るとともに、住宅防火に対する意識の高揚を図ることを

事業目的としています。

■出展主催 住宅防火対策推進協議会

■出展社 （一財）消防試験研究センター、（一社）日本火災報知機工業会、

（一社）日本消火器工業会、（一社）日本消火装置工業会、

（公財）日本防炎協会、ガス警報器工業会

■来場者 １０月８日（水） ４０，８０５人

１０月９日（木） ４１，５８７人

１０月10日（金） ３８，７５４人 合計１２１，１３７人

■アンケート 住宅防火クイズアンケート実施者数 ２，７６１人

第５２回国際福祉機器展＆フォーラム・H.C.R.２０２５

東京ビッグサイト西展示ホール東京ビッグサイト

（一社）日本火災報知機工業会による展示 （一社）日本消火装置工業会による展示

資料３



プレゼンテーションでの住宅防火クイズ（part２）

（公財）日本防炎協会による展示

ガス警報器工業会による展示

プレゼンテーションでの住宅防火クイズ（part１）

（一社）日本消火器工業会による展示

（一財）消防試験研究センターによる展示



 

○住宅防火広報資料の作成 

児童や園児が楽しみながら火の怖さを知り、防火意識を高めるアニメによる住宅防火

クイズの動画を作成し、学校・幼稚園・保育園などで活用していただけるよう指導用解説

書を付けて消防本部に配付しました。  

また、協議会ホームページにも動画を掲載しました。 

 

 住宅防火対策推進協議会ホームページ（動画映像資料） 

https://www.youtube.com/watch?v=H2X8Ls8NFOM 

 

○住宅防火啓発用冊子の作成・配布 

  高齢者の住宅火災による死者数の低減を図るため、住宅火災の発生・拡大の各段階に

おいて必要とされる対策について、出火防止対策、早期発見対策、初期消火対策、延焼拡

大防止対策といった観点で取りまとめたテキストを、日本消防検定協会からの委託により

作成し、全国の消防本部に配付しました。 

 

＜作成部数＞２０万部 

資料４ 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名 (一社)全国ＬＰガス協会 

御担当者名 瀬谷 孝之

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

ガス警報器設置・交

換、住宅用火災・Ｃ

Ｏ警報器設置運動の

展開 

・消防庁、経済産業省にご後援名義を頂いた「令和7年度ガス警報器
設置交換促進啓発ポスター」（約２.７万枚）及び冊子「ガスもれ
事故防止のための手引き」（約３２.２万部）を、都道府県ＬＰガ
ス協会を通じてＬＰガス事業者から消費者へ配布するとともに、
各種警報器の設置及び交換促進運動の積極的な推進を行った。



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名：（一社）全国消防機器販売業協会

担当者名：事務局長 岡田 昇

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

住宅防火情報の提供 

に係る事業 

「消防防災関係の講演会」の実施 

開催日：令和 ７年 5月 9日（金） 

会場：KKRホテル東京 154名参加 

 全消販の定時総会後に、消防庁予防課長を講師とした講演会を 

開催した。全国正会員と賛助会員の消防関係メーカー、消防関係 

工業会・協会から多数の参加をいただき、住宅防火に対する専門 

知識の向上とともに、地域社会の防災意識の向上に努めた。 

消防法及び住宅防火 

情報に係る事業 

「消防上部関連団体役職者による講演会と情報交換会」の実施 

 開催日：令和 7年11月20日（木） 

会 場：ホテルアソシア静岡 98名参加。 

静岡市の消防本部、関連団体と、全国の全消販会員の参加に 

より、消防庁予防課課長補佐による講演会（予防行政）を実施 

した。また、以下の特別講演を実施後交換会、製品紹介等を 

行ない住宅防火防災に対する専門知識の向上、防災意識の向上 

に努めた。 

・静岡県地震防災センター所長「静岡県の地震・津波対策」

・NPO日本防災環境専務理事「企業防災について」

消防設備点検業務実 

施者の資質向上事業 

全消販は、平成６年から優良な点検業務実施者の発掘と資質の 

向上を図って、優良事業所認定制度を運営してきましたが、平成 

30年に制度の刷新を図り運営を開始し、今年度は更新25社、新規 

申請2社を認定しました。 

累計では100社（115事業所）の認定となります。 

消火器リサイクル促 

進に関する広報活動 

記念日「家庭用消火器点検の日（1月19日）」の訴求を消火器 

リサイクル推進センター及び日本消火器工業会と連携して実施した。 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名 一般社団法人 日本火災報知機工業会

御担当者名 事 務 局 長 髙 宮 恭 一

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

住宅用火災警報器の

普及促進 

(1) ノベルティーグッズを活用した広報資料の無償提供事業の実施

工業会ホームページでの申込受付により防火防災イベント等の

主催者等の希望者に対し、

①「住宅用火災警報器 交換促進タオル」、

②「住宅用火災警報器 交換診断シート」、

③「住宅用火災警報器 交換診断推進リーフレット」

各100枚を１セットとして約70セットを無償提供した。

配付するイベントの写真等の情報頂き、「とりカエル」公式Xへ

の公開し、情報を展開した。約8割から情報を頂き、さらなる

広報活動として活用した。

(2) PC・スマホによる住宅用火災警報器オンライン交換診断の運用

パソコン・スマートフォンによる「オンライン交換診断」を引

き続き工業会ホームページで運用している。

(3) 住宅用火災警報器 チラシの無償配付

ホームページからの問い合わせに対して、掲載されている7種

類のチラシの必要部数の配布を行った。

(4) 春・秋の火災予防運動に合わせたSNS・Web広告の実施

春と秋の2回、SNS・Web広告を実施し、広告クリックで「とり

カエル」スペシャルサイトへの招待及び住宅用火災警報器 点

検・交換推進の15秒CM動画の配信を行った。

通常期の40倍以上のアクセス数となり、一定の広告効果が得ら

れた。

住宅用火災警報器の

各種リーフレット・ 

資料映像等による広

報 

従来からある「住宅用火災警報器 交換診断シート」、「住宅用火災

警報器 設置・交換ガイドブック」など７種類のリーフレット類や、

「住宅用火災警報器のはたらき」、「住宅用火災警報器 交換のおすす

め 10年たったら、とりカエル。」などの映像資料に、SNS/Web広告で

作成した住宅用火災警報器 点検・交換推進の15秒CM動画を追加し、

もダウンロードできるようにした。 

また、工業会ホームページの最初の大きなバナーに秋・春の全国

火災予防運動のポスターを掲載し、ホームページに訪れる約7～8万/

月クリックのユーザーに対してPRを実施した。 



住宅用火災警報器 

相談室の運営 

フリーダイヤル(0120-565-911)による相談室を運営し、購入・

設置・点検・交換・警報音など各種相談に対応するとともに、相

談内容の傾向を把握した。 

最近の傾向として、【「電池の交換」や「電池切れや故障などの

警報音」に関する問い合わせ】が多く、交換時期に来ている住宅

用火災警報器の交換に対する理解を頂いている。 

（昨年度より問い合わせ内容の50％を超えている。） 

2019年度  9.3％ 

： 

2023年度  48.5％ 

2024年度  56.7％ 

2025年度  59.1％（1月末現在）376件／641件 

住宅防火推進シンポ

ジウム等への協力 

⑴ 住宅防火防災推進シンポジウム・CATV事業への参加

工業会から委員を派遣し住宅用火災警報器のパネル展示、リ

ーフレットの配布、着ぐるみ「消太くん」等によりPRした。

① シンポジウム：2ヶ所（東京都・岡山市）

② CATV等事業：3ヶ所（東根市・新城市・我孫子市）

⑵ 第52回国際福祉機器展（令和7年10月8日～10日）への参加

東京ビッグサイトの展示場に工業会から委員を派遣し住宅用

火災警報器のパネル展示、リーフレットの配布等によりPRし

た。今回は、着ぐるみ「とりカエル」を3日間登場させた結

果、集客効果は大きかった。 

⑶ 着ぐるみ「消太くん」及び「とりカエル」の貸出し事業の実

施

消防署等からの申込に応じて貸出しを行い、防火防災イベン

トでの住宅用火災警報器の交換促進、その他のPRに活用して頂

いた。（年度内約23回見込み）

⑷ 社会貢献委員会への事業協力

一般社団法人全国消防機器協会が所管する社会貢献委員会の

寄贈事業に参画した。 

① 全国21の配付モデル事業地区向けに住宅用火災警報器を合

計2,100個寄贈した。

「住宅用火災警報器に関する取組み等」の講演を行った。 

住警器 

実態調査の実施 

3年ぶりに、住宅用火災警報器の実態調査を実施した。新築時に

設置された住宅用火災警報器のうち、設置後に交換が行われてい

ない住居を対象条件の一つとして抽出し、設置後の経過年数を踏

まえた維持管理の実態を把握するために実施した調査であり、結

果として、住宅用火災警報器対策は「設置」から「交換・更新を

含めた維持管理の定着」へと重点を移す段階にあることが確認さ

れた。 

亮二 高木
線



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 一般社団法人 日本ガス石油機器工業会 

担当者名  専務理事 猪股匡順  

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

①消費者向け製品安

全使用啓発セミナー

の実施

・令和7年も消費者向けの製品安全使用啓発セミナーへ講師を全国

へ派遣し、日々の防火・防災「ガス・石油燃焼機器の安全・安心

な使い方」の講演を行った。※1

・セミナーにおいて製品に起因する事故の未然防止や点検・取替

えの目安の周知にて経年劣化による事故低減を図るなど、積極的

な啓発活動を行った。（主に地域防火クラブや地域女性団体）

・令和7年実績 68会場（受講者3,966名）

②製品安全使用啓発

チラシによる普及活

動

・総務省消防庁、経済産業省、（一財）日本ガス機器検査協会等に

ご後援名義をいただき、消費者向け製品安全使用啓発チラシを作

成し ※1、セミナー、春・秋季全国火災予防運動、展示会、関係

団体にて配布し啓発活動を行った。

・春・秋季全国火災予防運動（11月・3月）において、消防本部・

局窓口を通じた製品安全使用啓発チラシの提供配布を行った。

・令和7年実績(春季13アイテム 18.8万部、秋季17アイテム 18.1

万部) 計36.9万部

③工業会ホームペー

ジ・広報媒体による

製品安全使用周知活

動

工業会ホームページや広報媒体を使用した安全使用啓発の周知活

動を行った。 

・「正しい安全な使い方」での情報を提供した。 

・ガス機器・石油機器を安全で快適にご使用頂くための動画を

YouTubeのチャンネルでも発信した。※2

・カートリッジ燃料機器では、10月～12月に当工業会SNSアカウン

トでカセットボンベの製造年を確認しながら災害時に備えた「防

災鍋」と「経年劣化に気をつけよう」の2つのキャンペーンを実施

した。またYouTubeでのアニメ動画による注意喚起広告を合計約

168万回再生で流し、多面的に注意喚起の情報拡散と認知拡大を図

った。※3

・雑誌（2誌）、消費者団体の機関紙（3団体）に、注意喚起広告を

出稿し、普及に努めた。

④展示会における製

品安全使用啓発活動

・1月に東京ビッグサイトで開催された東京消防庁出初式に出展

し、「知って防ごう！住宅火災や日常生活の事故」のコーナーで、

ガスこんろ・カセットこんろの展示と説明立会いをして、家庭で

の防火と防災を目的とした機器の使い方のPRや日常生活で注意す

べきことの説明、火災事故を起こさないための注意喚起を行っ

た。※4



※１ 安全啓発セミナーの様子

小樽市会場 松山市会場 

※２ YouTubeのチャンネル

古くなった給湯機は交換を！

※３ カートリッジ燃料機器

防災鍋キャンペーン



YouTubeのチャンネル 

『古いカセットこんろに気をつけよう！高齢世帯編』

※4 東京消防庁出初式出展の様子

カセットこんろの経年劣化啓発キャラクター「コウカンガルー」の着ぐるみのカン

タくん…小さなお子さんに大人気でした。

沢山のご来場者にお話を聞いていただけました。 









令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 一般社団法人 日本消火器工業会  

担当者名 常務理事兼事務局長 舟山 仁一

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

住宅防火シンポジュ

ウムへの協力

消防庁・住宅防火対策協議会が主催する令和７年度住宅防火シン

ポジュウム開催（２会場）において、住宅用消火器等の説明や商

品展示に協力。 

住宅防火推進事業へ

の協力 

住宅防火推進協議会が主催する令和７年度住宅防火推進事業にお

いて、消防本部等が主催する住宅防火イベント３会場において住

宅用消火器等の商品展示やケーブルテレビ取材に協力。 

住宅用防災機器等展

示会への出展事業 

住宅防火推進協議会が主催する国際福祉機器展において、住宅用

消火器等の出展に協力。 

社会貢献事業への住

宅用消火器の提供 

全国消防機器協会による社会貢献事業に住宅用消火器を寄贈 

（令和７年度は２０地区に対し合計５００個を寄贈）。 

住宅用消火器パンフ

レット作製・配布事

業

住宅相消火器パンフレット「消火器のしおり」を8万部作成し、全

国消防機関、設備協会等へ配布。 

住宅用消火器の点検

促進の情報提供 

「家庭用消火器点検の日」（1月19日）に合わせて、工業会ホーム

ページ上で、住宅用消火器点検の促進と方法についての情報を公

開。 

消防に対する住宅防

火広報への協力 

全国の消防本部等に対して、住宅防火や消火器リサイクルの広報

を行うための資料やイラスト素材を提供。 

廃消火器リサイクル

普及への展示会出展 

（株）消火器リサイクル推進差エンターと共同で「エコプロ２０

２５」に出展し、来場者に住宅防火や家庭内に退蔵する老朽消火

器の廃棄方法についての説明や展示を行った。 

（３日間のブース来場者は約４，６００人） 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名（一社）日本消火装置工業会

担当者名 業務主幹 中村 浩之

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

住宅防火防災推進シ

ンポジウムへの協力

住宅防火対策推進協議会が主催する令和７年度住宅防火防災推進

シンポジウム開催会場２か所(東京都、岡山市)にて開催された。

各開催地において「住宅用スプリンクラー」に集約した、パネ

ル、DVD、主要機器の実機を展示し、説明員３名を派遣して、「住

宅用スプリンクラー」のパンフレットの配布や来場者対応を実施

した。

ＣＡＴＶ等による住

宅防火広報活動への

参加協力 

住宅防火対策推進協議会の共催事業である各消防本部主催のＣＡ

ＴＶ等による住宅防火広報事業への参加に関しては開催会場３か

所（山形県東根市、千葉県我孫子市、愛知県新城市）において、

説明員２名を派遣して「住宅用スプリンクラー」に集約した、パ

ネル・DVD・主要機器の実機を展示し、テレビ取材に協力を行うと

ともに、「住宅用スプリンクラー」のパンフレットの配布や来場者

対応を実施した。

住宅用防災機器等展

示への出展事業への

協力 

住宅防火対策推進協議会の出展事業である「第52回国際福祉機器

展H.C.R.2025」の出展において、協議会ブース内に「住宅用スプ

リンクラー」・「特定施設水道連結型スプリンクラー設備」に集約

した、電装自立型パネル(2基)・壁型パネル・DVD・主要機器の実

機を展示し、各日説明員３名を派遣して来場者対応を実施した。

また、展示関連のパンフレットの配布、アンケートを兼ねた住宅

防火クイズの支援対応も行った。

住宅防火啓発用リー

フレットの作成協力

住宅防火対策推進協議会事業である、シンポジウム等の住宅用防

災機器紹介にて使用するリーフレットの作成に協力を行いまし

た。 







令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果 

団体名 一般社団法人 日本損害保険協会

担当者名 業務企画部 啓発・教育・防災グループリーダー 田中 裕司 

事   業   項  目 事     業  の  概  要 

全国統一防火標語 

・ 

防火ポスター 

防火意識の高揚を目的として、全国統一防火標語を掲載した2025年

度防火ポスター（後援：消防庁）を約20万枚作成。 

同ポスターは、消防庁に寄贈し、2025年4月1日から全国の消防署ほ

か、市役所などの公共機関等で掲出。 

なお、この防火ポスターには、住宅用火災警報器の点検・交換の必要性

を啓発する文言を記載している。 

軽消防自動車の寄贈 

地域における消防力・防災力の強化を目的として、全国の5市町村（離

島を除く）および5離島に軽消防自動車を計10台寄贈。 

 全国の市町村（離島を除く）には1952年度から、離島には1982年度

から毎年、消防自動車や小型動力ポンプ等の消防資機材を寄贈している。

（2025年度までの累計寄贈台数は3,531台）。 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名 一般社団法人日本たばこ協会 

御担当者名 古川有紗 

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

喫煙マナー普及啓発

活動 

たばこ火災注意喚起活動 

■概要

 2011年度より全国消防長会・消防庁と協働し、死亡者が多い

『寝たばこ防止』に関するたばこ火災注意喚起活動を全国で

実施。

 一人暮らしの50代以上男性喫煙者を主な訴求対象とし、2016

年度よりその主対象者層から支持を得ている往年の名作「め

ぞん一刻」を各種啓発ツールに起用し、寝たばこ防止三カ条

を訴求。

■2025年度施策概要

2025年度も「令和7年度秋季全国火災予防運動」に合わせ、以下の

啓発活動を実施。 

 A4チラシ配布（98万部）

全国の消防機関等を通じてA4サイズのチラシを配布。2025年度

は配布いただく際の補助となる配布マニュアルを作成。

 等身大バナースタンド（21消防本部、50個）

一部の政令指定都市にある消防局へ過去配布した等身大バナー

の継続利用。

 ポケットティッシュ配布（25万個）

全国たばこ販売協同組合連合会のたばこ販売店や全国の消防機

関を通じポケットティッシュ配布による啓発を実施。

 全国たばこ新聞への記事掲載

たばこ購入者への啓発に向け、全国のたばこ販売店に訴求。

 地域重点施策

たばこ火災死者数上位のエリアにおいて主対象者、主対象者の

ご家族・友人・知人を対象にモニター調査実施。

 炊き出し・配食コラボ企画

主対象者層を中心に炊き出しや配食の活動をされている団体と

協同。炊き出しや配食の場でA4チラシ、ポケットティッシュ、

手袋等を配布するとともに呼びかけ実施。



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

一般社団法人日本DIY・ホームセンター協会 

丸澤 寛頼

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

関係機関からの周知

依頼に対する協力 

総務省消防庁（住宅防火・防災キャンペーン、秋季および春季全

国火災予防運動、感震ブレーカーの普及推進に関する計画の策定

等）および東京消防庁（危険物品の陳列販売等に係る規制）から

の周知依頼に対して、小売業（ホームセンター）を通じ、広報活

動に協力いたしました。 

展示会での防災（防

火）に係る周知啓発 

弊協会主催の「第61回 JAPAN DIY HOMECENTER SHOW 2025」（2025

年8月21日～23日、於：幕張メッセ、来場者数：66,340人）で防災

イベント(消防当局による緊急時のＶＲ体験等)や火災対策に係る

セミナーの開催をはじめ、出展企業による防災用品の展示を実施

しました。



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名  一般社団法人 日本配線システム工業会 

御担当者名  住宅盤専門委員会技術小委員会 副主査 三輪修  

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

イベントでの普及啓

発

配線器具の日（１１月１１日）に主要都市において街頭活動を

行い、配線器具の安全利用の促しや感震ブレーカーデモ機を利用

して、一般の方への感震ブレーカーの普及推進を実施した。 

チラシ及びホームペ

ージでの広報

当工業会のホームページに感震ブレーカーの紹介と選定詳細資料

を掲示。 

チラシを利用し、電力関連団体への普及促進を実施した。

感震デモ機の貸出 

他団体が行うイベントや講習会にて感震デモ機を利用した普及

啓発活動を実施した。防災センターでのデモ機の設置。 



1 

2025-12-1-5-2 



2 



＜感震ブレーカーの内容＞

■ 普及啓発パンフレット



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 ガス警報器工業会

担当者名 事務局長  中村 毅 

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

① ガス警報器設置・

交換運動

・総務省消防庁、経済産業省にご後援を頂いた「令和7年度ガス警報器

設置交換促進啓発ポスター（※１）」（約２．７万枚）及び広報パンフレッ

ト「ガスもれ事故防止のための手引き」（約３２万部）を、消費者団体、ガ

ス事業者、全国消防本部等の関係団体の約７００ヶ所に配布をして、各

種警報器の設置及び交換促進の啓発活動を行った。

② 展示会等における

住宅用火災・ガス・

ＣＯ警報器の普及

啓発活動

・住宅防火対策推進協議会が主催する、各地消防本部にて実施するシ

ンポジウム、ケーブルテレビ事業にて、各種警報器のＰＲを行った（山

形県東根市、千葉県我孫子市、東京都港区、愛知県新城市、岡山県

岡山市の５地区での事業に参加し、啓発活動を行った）。

・国際福祉機器展Ｈ．Ｃ．Ｒ．２０２５＆フォーラムの住宅防火対策推進

協議会ブース内に出展し、実機サンプル、展示パネル等を用いて一般

消費者に対して各種警報器のＰＲを行った（ブース来場者アンケート回

答数は約２，７６０人）。

③ 関係団体等が実施

する研修会におけ

る住宅用火災・ガ

ス・ＣＯ警報器の普

及啓発活動

・（一財）日本防火・防災協会が主催する、女性防火クラブ幹部地域研

修会にて、中国・四国ブロック（香川県）、北陸・中部ブロック（愛知県）

にて、実機サンプル等を用いた各種警報器の紹介や、その維持管理、

交換促進に関する情報提供を行った。

・ガス関係団体、消費者団体等が実施する保安講習会にて、講師を派

遣して各種警報器のＰＲを行った。（新潟県・秋田県・滋賀県・和歌山

県・大阪府・福岡県の各地で計２４回）。

④ 一般の消費者に向

けた住宅用火災・

ガス・ＣＯ警報器の

普及啓発活動

・インターネットを利用し、ガス警報器に関する一般的な知識や、設置

交換意識の醸成を図った（実施期間：５/２７～７/３１）。同時に警報器

に関する意識調査を行い、警報器のお役立ち事例を集め、「全国のお

客様の声（※２）」パンフレットとして編纂し、各種警報器の広報活動に

役立てた。

※２

「２０２５年度 

全国の 

お客様の声」 

※１

「令和７（２０２５） 

年度ガス警報器 

設置交換促進啓 

発ポスター」  



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 公益財団法人 日本防炎協会  

担当者名 総務部 広報室長 石渡 英幸

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

展示会への出展 

1 10月に東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄで開催された「第52回国際福祉機器展

H.C.R.2025」に出展し、来場した福祉施設関係者や高齢者等在宅

看護する方々に防炎品の必要性・有効性等をＰＲした。

2 1月に東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄで開催された「令和8年東京消防出初式」に出

展し、来場した関係者の方々に防炎品の必要性・有効性等をＰＲ 

した。 

防炎品の寄贈 

（一社）全国消防機器協会・社会貢献事業に参加し、全国20ヶ 

所の町会・自治会に防炎毛布を1地区25枚、合計500枚を寄贈し 

た。 

消防本部が行う住

宅防火対策事業へ

の支援 

住宅防火対策事業を推進している消防本部に対し、この事業で 

の活用を目的として防炎品に関するパンフレット・チラシ等を配 

布した。 

防炎講座 

全国の消防本部・消防学校の消防職員の他、消防団員や地域の 

自主防災組織、町会自治会等の防災リーダーに対して、住宅防火 

等における防炎品の有効性等認知度向上のため防炎講座を59回開 

催した。 



令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

貴団体名 電気保安協会全国連絡会

担当者名 事務局長 白井 基晴

事   業   項  

目 
事     業    の     概     要 

感震ブレーカ

ーに係る周知

啓発活動 

全国の１０の電気保安協会では、電気事業法第５７条の２に基づく調

査業務の登録調査機関として、送配電事業者等からの委託を受け、４年

に１回以上の頻度で一般住宅等を訪問し、電気設備の安全点検を実施し

ている。 

同点検にて一般住宅等のお客さまに配付する「電気安全パンフレッ

ト」では、感震ブレーカーに関する内容を掲載し、感震ブレーカーに係

る周知啓発活動を実施した。なお、お客さまが不在の場合は、同パンフ

レットは、郵便受け等へ投函した。

なお、令和７年度の「電気安全パンフレット」の配付部数は、約1,000

万部。 
電気安全パンフレット 感震ブレーカーの掲載例 

出典：一般財団法人 北陸電気保安協会 

https://www.hokuriku-dhk.or.jp/personal/research/ 

https://www.hokuriku-dhk.or.jp/personal/research/


令和７年度 住宅防火対策推進事業実施結果

団体名 日本消防検定協会 

担当者名 企画研究課課長 齋藤英基 

事   業   項   目 事     業    の     概     要 

住宅用防災警報器の

作動状況等に関する

調査研究 

火災時における住宅用防災警報器の作動状況等（作動なしの理

由、型式番号等）について、全国の消防本部から収集した令和６

年中のデータを基に、学識経験者による調査、分析することを一

般財団法人 全国消防協会に委託し、実施した。 

住宅用防災機器の普

及促進・広報事業 

一般財団法人 日本防火・危機管理促進協会に委託して制作し

た冊子を全国の消防本部に配布するとともに、全国の消防本部が

住宅防火対策普及促進活動のために使用できるよう当協会のホー

ムページに掲載し、住宅用防災機器の普及促進に係る広報事業を

実施した。

一般財団法人 日本防火・防災協会に委託して制作した冊子を

全国の消防本部を通じ、女性防火クラブに配布し住宅用防災機器

の普及促進に係る広報事業を実施した。 




